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あらまし　競合事業者の増加，消費者ニーズの多様化とそれに伴う各社製品ラインの拡大など，市場構

造が急激に変化する中で製品の導入と展開に関する的確な意思決定を行うには，市場構造変化の想定シ

ナリオ下における消費者行動を事前評価するシナリオシミュレーション技術が必要となる．前例の無い

変化に対応したシミュレーションモデルを推定するには，コンジョイント実験により得られる仮想条件

下の消費者行動データが有効であるが，ここで仮想条件下と実条件下における行動の不調和の問題が発

生する．これを克服する方法として，本稿では不調和の原因が行動の時間遅れにあるものと仮定し，こ

の分布を製品需要推移データに基づき逐次推定する方法を提案する．
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Abstract 　 The first objective of the research is to assert the effectiveness of the “scenario simu-
lation” technique in case of deciding product strategies. The technique is a collection of procedures
that supposes the change of a market structure and estimates the consumers’ product choice be-
haviors individually under the supposed scenarios. The basic model, which is used to describe
consumers’ behaviors, can be estimated from the conjoint experimental data such as individual
responses to hypothetical situations. Since the problem rises of incongruity between the behaviors
under real and hypothetical situations, the second objective of the research is to propose the method
of overcoming the problem by introducing a random variable that represents the time lag between
intention and behavior.
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1 はじめに

成長期もしくは成熟期にある製品に見られる特

徴として，顧客数の増加とニーズの多様化，それに

伴う競合企業および製品の増加，多様化などが挙げ

られる．一方で技術革新や規制緩和など顧客と企業

を取り巻く環境も変化する．これらの現象が複雑に

絡み合うとき，製品需要はその影響を大きく受ける

ため予測が困難となる．このとき必要となるのが，

個の行動に着目することである．製品の需要とは，

互いに代替関係にある製品集合からその製品を選択

する消費者一人一人の行動が積み重なった結果，全

体の行動として表面化するものである．各社による
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マーケティング変数の変更や環境の変化などの市場

構造変化に対する個々の消費者の反応ルールが事前

に分かれば，そのルールに基づき個の行動をシミュ

レートすることで自ずと集団の行動も明らかになる．

本稿では，将来の市場構造変化に関するシナリオを

事前に想定し，そのシナリオの下で個々の消費者の

製品選択行動をシミュレートすることをシナリオシ

ミュレーションと呼び，これに基づき製品需要を予

測することを提案する．

シナリオシミュレーションを行う上で要となる

のは，個々の消費者の行動モデルの構築である．モ

デルが人間の曖昧で複雑な意思決定メカニズムを的

確に模倣するものでないと，シミュレーション自体

が無意味なものとなる．個人，世帯，企業など個々
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の消費主体が一定のルールに基づき製品を選択する

行動をモデル化するには，離散選択理論 [1]が有効

である．この理論はThurstone[2]が心理学において

礎を築き，McFadden[3]が経済学において一般化し

たものであり [4]，現在ではマーケティングの分野

でも広く用いられている [5]．一方でモデルの推定

には個々の消費者の製品選択行動データが必要とな

るが，想定する市場構造変化が前例の無いものであ

るような場合，変化発生前の観測データから変化発

生後のモデルを推定することには少々無理がある．

このような場合は，コンジョイント実験において仮

想状況下に置かれる被験者の仮想的な行動データを

用いる方法が有効となる [6]．

しかし仮想的な行動データに基づき推定される

のは飽くまでも仮想的な行動モデルであり，仮にシ

ナリオ通りに市場構造変化が発生したとしても個々

の消費者の行動は必ずしもモデル通りとはならない．

問題の一因は，本来動的なものである消費者行動を

記述するモデルが静的であり，入力値とする市場構

造条件に変化が無い限り消費者行動も一切変化しな

い点にあると考えられる．本稿では市場構造変化の

発生から消費者がそれを知覚し，知覚した変化に対

して行動意思を固め，実行に移すまでの時間遅れを

定式化することにより，精度の高い需要予測を実現

する．第二章ではシミュレーションモデルの概要を，

第三章ではコンジョイント実験データに基づき個々

の消費者の仮想的な行動モデルを推定する方法を示

した後，第四章では推定モデルに基づくシナリオシ

ミュレーションに時間遅れの確率変数を導入し，こ

の分布を製品需要推移の観測データに基づき逐次推

定する方法を提案する．第五章では電話会社事前登

録制導入後の東日本地域における市内電話会社各社

の登録数推移予測を例に実際にシナリオシミュレー

ションを行い，最後に第六章でまとめと今後の課題

を述べる．

2 時間軸を考慮した状態遷移行動

モデル

製品の消費行動を一定期間にわたる状態と見な

すことにすると，ある製品の消費を開始あるいは中

止したりその代替製品に乗り換える行動は消費行動

状態間における遷移行動として定義することができ

る．以下では，個々の消費者によるこのような遷移

行動を，消費者集合，状態空間，状態遷移行動要因，

および状態遷移行動則の 4要素を定義することによ

りモデル化する．

まず状態遷移行動の主体となる消費者の集合を

定義する．ここでの消費者とは個人，世帯，企業を

はじめとする任意の消費行動単位であり，定義の対

象は予測対象製品の提供条件を満たすような消費者

である．提供条件の時間変化に伴いこれを満たす消

費者の集合も変化するため，予測対象期間の任意時

刻 t ∈ [ts, te]における消費者集合を C(t)とおく．

次に消費者が滞在可能な消費行動状態の集合で

ある状態空間を定義する．消費行動状態とは，対象

製品を含む互いに代替関係にある製品の集合のうち

0または 1ヶの製品を消費している状態である．あ

る消費者が滞在可能な状態は，代替製品集合のうち

その消費者が提供条件を満たす部分集合で決まる．

消費者毎に状態空間は異なり，また時間変化するた

め，時刻 t ∈ [ts, te]における消費者 n ∈ C(t)の状

態空間を An(t)とおく．

次に状態空間における消費者の状態遷移行動を

左右する要因を定義する．状態遷移行動とは例えば

以下の行動である．

1. 代替製品の消費を開始する

2. 消費する代替製品を変更する

3. 代替製品の消費を中止する

本稿ではこれらの事象の発生要因が市場構造の変化

にあると考え，その市場構造を決定する条件として

以下の 3つを挙げる．

1. 消費者属性

2. 代替製品属性

3. 環境属性

消費者属性とは個々の消費者のデモグラフィック属

性や行動パターンのことである．消費者自身の変化

はその状態遷移行動の発生につながり得る．また代

替製品属性とは代替製品集合を構成する各製品の属

性であり，機能，性能，品質，価格，販路，販促戦

略などが考えられる．消費者に変化が無くても代替

製品集合が変化すれば状態遷移行動は発生し得る．

また環境属性とは消費者にも代替製品集合にも依存

しない属性のことである．景気や代替製品全体の普
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及率の変動，規制緩和などの影響でも状態遷移行動

は発生し得る．

最後に状態空間における消費者の状態遷移行動

則を定義する．いま時刻 t ∈ [ts, te]において消費者

n ∈ C(t)が状態 i ∈ An(t)に滞在する場合に 1，そ

れ以外の場合に 0をとるような二値変数（以下，状

態滞在判別二値変数）δin(t)を定義すると，この値

の変化が消費者の状態遷移行動の発生を意味する．

実際の消費者行動の非一貫性および非推移性を記述

するには確率的モデルが適していると考えられるた

め，ここでは時刻 tにおいて消費者 nが状態 iに滞

在している確率（以下，状態滞在確率）pin(t)を用

いて二値変数 δin(t)を表すことにする．

δin(t) =

(
1 if i = arcmaxk pkn(t)

0 otherwise
(1)

但し δin(t)および pin(t)は次式を満たす．X
i∈An(t)

δin(t) =
X

i∈An(t)
pin(t) = 1 (2)

以上，状態滞在判別二値変数 δin(t)および状態滞在

確率 pin(t) の時間変化をもって状態遷移行動則と

する．

3 コンジョイント実験に基づく選

好モデルの推定

かつてない市場構造条件が将来実現した場合の

個々の消費者の状態遷移行動を，過去の行動実績

データなしに推測することは困難である．かつてな

い状態空間が実現する例としては，新製品の登場，

既存製品の消滅，新機能の追加，既存機能の削除あ

るいは変更などが挙げられる．またかつてない環境

が実現する例としては，技術革新による消費環境の

激変，規制緩和による競合環境の激変などが挙げら

れる．このような場合，コンジョイント実験により

観測される個々の消費者の選好データを用いるのが

有効である．選好とは仮想的な市場構造条件下にお

ける個々の消費者による滞在状態の選択であり，実

条件下におけるそれとは区別される．本章では，仮

想的条件下における個々の消費者の選好メカニズム

を離散選択理論 [1]に基づきモデル化，推定する方

法について述べた後に，仮想条件下における選好と

実条件下における選択とのギャップについて考察し，

次章の時間遅れモデルの導入へとつなげる．

仮想条件下において消費者 nが代替製品 i ∈ An
を消費している状態を選好した場合，製品 iの効用

がその他すべての製品 ∀ī ∈ An(∀ī 6= i)の効用より

も大きいと判断したことになる．従って，消費者 n

にとっての製品 k の効用を Ukn とおくと，次式が

成り立つ．

Uin ≥ Uīn for ∀ī 6= i (i, ∀ī ∈ An) (3)

選好の非一貫性および非推移性を記述するには確率

的な効用関数を仮定するのが適当と考えられるため，

Ukn を確定項 Vkn と確率項 ²kn とに分解する．

Ukn = Vkn + ²kn (4)

このとき，消費者 nが製品 i ∈ An を選好する確率

qin は次式で表される．

qin = Pr [Uin ≥ Uīn; i, ∀ī ∈ An, ∀̄i 6= i]
= Pr [²īn − ²in ≤ Vin − Vīn; i,∀ī ∈ An, ∀ī 6= i]

(5)

効用確率項 ²in, ²īn の分布を仮定すると，選好確

率 qin は効用確定項の差分 Vin − Vīn の関数として

表される．

qin = q(Vin − Vīn; i,∀i ∈ An, ∀ī 6= i) (6)

この関数モデルとしては，²in, ²īn に正規分布を仮

定した場合のプロビットモデルやガンベル分布を仮

定した場合のロジットモデルなど多数提案されてい

る．特にロジットモデルは，その操作性の高さから

最も頻繁に利用されるものである．

コンジョイント実験において被験者は仮想的な

環境および代替製品集合を与えられた上で 0または

1ヶの製品の選択を迫られる．いま被験者 nの属性

ベクトルを zn，被験者に提示された仮想製品集合

An の要素 kの属性ベクトルを zkn，仮想環境の属

性ベクトルを z，これらの合成ベクトルを xkn とお

くことにする．

xkn = v(zn, zkn, z) (∀k ∈ An) (7)

このとき (6)式にある効用確定項の差分 Vin − Vīn
として製品 i および ī を消費している状態の差分

xin − xīn の要素を線形結合しても，モデルの一般

性は失われない．従って選好確率 qin は次式で表さ

れる．

qin = q(β(xin − xīn); i,∀i ∈ An, ∀ī 6= i) (8)

研究会Temp 
－175－



次に (8)式の選好モデルの推定法を述べる．い

ま消費者 nが製品 kを選好した場合に 1，それ以外

の場合に 0をとる状態滞在判別二値変数 γkn を第 k

要素とするようなベクトル γn を観測したとすると，

モデルの尤度関数 L∗および対数尤度関数 Lは次の

通りに表される．

L∗ =
Y
n∈C

Y
i∈An

qγinin

=
Y
n∈C

Y
i∈An

q(β(xin − xīn);∀ī ∈ An, ∀ī 6= i)γin

(9)

L = lnL∗

=
X
n∈C

X
i∈An

γin ln q(β(xin − xīn); ∀ī ∈ An, ∀̄i 6= i)

(10)

よってパラメータ β をM 次のベクトルとすると，

次の連立方程式を解くことによりその推定値 β̂ を

得る．

∂L

∂βm
= 0 (m = 1, 2, · · · ,M) (11)

また β̂を (8)式に代入することにより，選好確率の

推定関数 q̂in(xkn; ∀k ∈ An)を得る．

q̂in(xn) = q(β̂(xin − xīn); i, ∀ī ∈ An, ∀̄i 6= i)(12)
但し xn = (xkn;∀k ∈ An) (13)

いま将来の予測対象期間 [ts, te]における xkn の

時間変化 xkn(t)を市場構造条件変化のシナリオと

して設定し，選好確率の推定関数 q̂in(xkn)に入力す

ると，想定シナリオ下における状態滞在確率の時間

変化 q̂in(t)(∀t ∈ [ts, te])が得られる．仮想条件下に

おける選好と実条件下における選択との間にギャッ

プが存在しないとすると，(1)式で用いた状態滞在

確率の時間変化 pin(t)は想定シナリオ下におけるそ

れと一致することになり，次式が成り立つ．

pin(t) = q̂in(t) (∀t ∈ [ts, te]) (14)

しかし (12)式の選好モデルに取り入れた市場構

造条件 xkn(t)が変化しない限り選好確率 q̂in(t)は

一定値をとるため，実際の状態滞在確率 pin(t)も状

態滞在判別二値変数 δin(t)も一定値をとり続けるこ

ととなる．つまり全ての消費者が市場構造変化の発

生と同時に一斉に状態遷移行動をとることになり，

現実的なモデルとは言えない．そこでモデルをより

現実的なものとするために，本稿では市場構造変化

が発生してから消費者がそれを知覚し，知覚した市

場構造条件に基づき選好を確定し，それを実際の状

態遷移行動に反映させるまでの時間遅れをモデルに

取り入れる．この時間遅れの消費者間における差異

を仮定すれば，全ての消費者が一斉に行動するよう

な不自然なモデルではなくなる．厳密には，モデル

に取り入れられていない市場構造条件の存在や消費

者の選好メカニズムの時間変化，時間遅れでは説明

しきれない選好と選択の矛盾など，選好モデルが不

自然な理由は多々あるが，本稿では考慮しない．

時間遅れをモデル化する方法としては，まず個々

の消費者の時間遅れを選好モデルで用いたのと同じ

市場構造条件変数の関数とするというものが考え

られる．個々の消費者による状態の選好とその状態

に遷移するまでの時間遅れという互いに相関のある

離散選択と連続選択を同時にモデル化することにな

るので，これは連続・離散モデルの枠組で扱うこと

ができる．モデルの推定には，コンジョイント実験

で被験者に直接質問することにより得られる時間遅

れの事前表明データか被験者のその後の状態遷移行

動を観測し続けることにより得られる時間遅れの事

後結果データを用いることになる．しかし事前表明

データはその信憑性に疑問が残るし，被験者の状態

遷移行動を観測し続けるにはパネル調査が必要とな

り予算制約から実施困難な場合も多い．そこで代替

案として，本稿では消費者集合の時間遅れの分布関

数を仮定するという方法を提案する．分布関数の推

定に必要なデータは代替製品集合の各要素の需要推

移のみである．

4 時間遅れ分布の逐次推定に基づ

く需要予測

予測対象期間 [ts, te]に市場構造変化が L回発生

するものとして通し番号 l(= 1, 2, · · · , L)をつけ，l回

目の市場構造変化が発生する時刻を tl(ts ≤ t1, tL ≤
te)，期間 [tl, tl+1]の消費者 nにとっての市場構造

条件を xln(t)とする．また l回目の市場構造変化の

発生からそれを知覚した消費者 n が選好を確定し

実際に状態遷移行動を起こすまでの時間遅れを τ ln

とおく．このとき，時刻 tl において状態 iに滞在し

ており，また予測対象期間の開始前に観測したコン

ジョイント実験データから市場構造条件 xln(t)に対

する選好確率 q̂in(t)(∀t ∈ [tl, tl+1])が判明している
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消費者 nは，次のように状態遷移するものと考えら

れる．

(1) τ ln ≤ tl+1 − tl の場合

δin(t) = 1 for ∀t ∈ [tl, tl + τn]

δjn(t) = 1 for ∀t ∈ [tl + τn, tl+1]

但し j = arcmaxk pkn

(2) τ ln > tl+1 − tl の場合

δin(t) = 1 for ∀t ∈ [tl, tl+1]
また時間遅れ τ ln は非負の値をとる確率変数と考

えられるので，その分布として母数 φl の確率密度

関数 fφl(τ )を区間 [0,∞)において仮定する．ただ

し fφl(τ )は関数形も母数も全ての消費者に共通す

るものと見なす．関数形の候補としては生存時間モ

デルで用いられる指数分布，ワイブル分布や，他に

も非負区間で値をとるカイ 2乗分布，F分布，ベー

タ分布などが考えられる．

以上の仮定に基づき消費者集合 C(t)の状態遷移

行動をシミュレートすることになるが，問題は時間

遅れの分布 fφl(τ )が未知なことである．この分布は

期間 [tl, tl+1]を通して消費者集合が状態遷移してい

く様子を観測することにより徐々に判明していく．

よって時刻 tl において市場構造変化が発生してから

単位時間が経過する度に，各状態 ∀i ∈ An(t)の需

要すなわち滞在消費者数を観測し，これに基づき母

数 φl を逐次修正していくという方法が考えられる．

具体的な手順は以下の通りである．ただし，ここで

の時間は離散値をとるものとする．

Step1 現時点を t ∈ [tl, tl+1]とする．

Step2 最小二乗和minSS(t)を初期設定する．

Step3 時間遅れ分布の母数 φl(t)を初期設定する．

Step4 母数 φl(t)の分布に基づき，個々の消費者の

時間遅れ τn を発生させる．

Step5 τn に基づき期間 ∀u ∈ [tl, tl+1]の個々の消費

者の状態滞在判別二値変数の推移 δin(u)(∀i ∈
An(u))を推定する．

Step6 δin(u)に基づき期間 ∀u ∈ [tl, tl+1]の各状態

∀i ∈ A(u)の滞在消費者数の推移 ENi(u)を
推定する．

Step7 現時点までの期間 ∀u ∈ [tl, t] における各状

態 ∀i ∈ An(u) の滞在消費者数推移の観測

値 Ni(u) と推定値 ENi(u) との差の二乗和

SS(t)を算出する．

Step8 SS(t) < minSS(t) の場合は minSS(t) と
φl(t)を更新し Step4に戻り，それ以外の場

合は Step9に進む．

Step9 現時点以降の期間 u ∈ [t, tl+1] における

ENi(u) を各状態 ∀i ∈ A(u) の需要予測値

とする．

Step10 t = t+ 1として Step2に戻る．

Step6について補足すると，時刻 uにおける各

状態 ∀i ∈ A(u) の滞在消費者数は，選好モデルの

説明変数として採用した消費者属性 zn の同時分布

J(zn(u)) を考慮した上で，個々の消費者の状態滞

在判別二値変数 δin(u)を集計することにより推定

する．

ENi(u)　 = N

Z
δin(u)J(zn(u))dzn(u) (15)

但し N =
X

i∈A(u)
Ni(u) (16)

5 シミュレーション実施例

本章では電話会社事前登録制の下での東日本地

域における各社登録数推移を例にとり，提案した予

測法の適用を試みる．同制度は’01年 5月 1日に導

入されたが，このような制度は類似も含めてかつて

存在したことが無かったため，導入後の利用者の反

応を事前に測りかねていた．この問題を解決するた

めに，筆者等は’00年 12月に都内数ヶ所においてコ

ンジョイント実験を中心とした調査を実施し，以下

の回答者データを得た．

1. 制度が導入されたとの仮定の下での電話会社

選好データ

2. 属性データ（デモグラフィック属性，電話利

用属性等）

前者はコンジョイント実験データで，同制度が導入

されたとの仮定の下で選択肢として各社電話サービ

スの具体的な属性（時間帯別料金，各種割引メニュー

等）を提示された被験者の選択結果データである．

各サービスの属性組合せは，同制度導入後に想定さ

れる組合せを実験計画法に基づき網羅したものであ

る．実験フローは二段階に分かれ，

1. 登録

2. 非登録

を選択肢とする二項選択において前者を選択した場

合にのみ

1. X 社電話サービス（属性組合せを表示）

2. Y 社電話サービス（同上）

を選択肢とする二項選択を行ってもらった．
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以下では特に東日本地域における市内電話会社

登録数の例を挙げる．調査時点において同制度への

参加を表明していたのはA,B,C,Dの 4社であった

ため，実験後半の二項選択は (17)式の 3パターン

とした．厳密にはA,B,C,D以外にも数社が同制度

に参加したが，シェアの合計値が小さいため考慮し

ない．

(X,Y ) = (A,B), (A,C), (A,D) (17)

以下，登録有無に関するモデルをRSモデル，X社Y

社間の選択に関するモデルをXY (= AB,AC,AD)

モデルと呼ぶ．

本稿では RS,AB,AC,ADの各モデルに二項ロ

ジットモデルを採用したが，説明変数の候補とした

のは表 1の 16変数である．ただし変数 x1, x2, x3 は

RS モデルでは候補としなかった．

表 1: 説明変数の候補
説明変数 内容

x1 XY 間の昼間市内 3分間当たり料金差

x2 XY 間の夜間市内 3分間当たり料金差

x3 XY 間の深夜市内 3分間当たり料金差

注）以上，X 値から Y 値を差し引いた量

的変数

x4 アナログ回線利用

x5 ISDN回線利用

x6 携帯電話 (PHSを含む)利用

x7 市内電話に A社固定電話利用

x8 市内電話に B社固定電話利用

x9 市内電話に携帯電話 (PHSを含む)利用

x10 未婚

x11 有配偶

x12 男性

注）以上，ダミー変数

x13 同居世代数 {1,2,3以上 }
x14 年齢 {10,20,30,40,50,60代,70代以上 }
x15 世帯年収 {300,500 万円未満,500 万円以

上 }
注）以上，自然数を割り当てた順序尺度

の質的変数

x16 選択肢固有ダミー変数

注）全サンプルにおいて値 1をとるダミー

変数

独立性の検定により二項選択結果との関連性が強

く（有意水準 10%で無関係とは言えず），かつ互いに

は関連性の弱い（有意水準 1%で無関係な）変数の組

合せを抽出し，それらを説明変数とした二項ロジット

モデルを最尤推定法により推定したところ表 2の通

りとなった．表中の各列が各モデルにおけるパラメー

表 2: パラメータベクトル推定結果

説明変数 β̂RS β̂AB β̂AC β̂AD

x1 - -0.3900 -0.3441 -0.3694

x2 - -0.3915 -0.3547 -0.3438

x3 - -0.1907 - -

x8 0.6097 -1.249 - -

x10 - 0.2781 - -

x11 0.7127 - - -

x16 0.6403 0.4453 0.3195 0.4425

タベクトルの推定結果 β̂IJ (IJ = RS,AB,AC,AD)

に該当し，各列において値の表示されている行の変

数が各モデルの説明変数として抽出された変数で

ある．

IJ(= RS,AB,AC,AD)間の二項ロジットモデ

ルにおいて，各選択肢 I, Jの選好確率 q̂IJI (xIJ ), q̂
IJ
J (xIJ)

は説明変数ベクトル xIJ を用いて次のように表さ

れる．

q̂IJI (xIJ) =
1

1 + e−
ˆβIJxIJ

(18)

q̂IJJ (xIJ) = 1− q̂IJI (xIJ) (19)

但し xRS = (x8, x11, x16)
0 (20)

xAB = (x1, x2, x3, x8, x10, x16)
0(21)

xAC = (x1, x2, x16)
0 (22)

xAD = (x1, x2, x16)
0 (23)

ここでXY (= AB,AC,AD)の 2社間における選好

確率比が選択肢が追加され 3社以上になっても保持

されると仮定しても，これはロジットモデルの IIA

特性と同様の性質であり不自然ではない．このとき

ABCDの 4社間多項選択における各社の選好確率

q̂ABCDZ (x1)(Z = A,B,C,D)は以下の通りとなる．

q̂ABCDA (x1) = ϕq̂ABA (xAB)q̂
AC
A (xAC)q̂

AD
A (xAD) (24)

q̂ABCDB (x1) = ϕq̂ABB (xAB)q̂
AC
A (xAC)q̂

AD
A (xAD) (25)

q̂ABCDC (x1) = ϕq̂ABA (xAB)q̂
AC
C (xAC)q̂

AD
A (xAD) (26)

q̂ABCDD (x1) = ϕq̂ABA (xAB)q̂
AC
A (xAC)q̂

AD
D (xAD) (27)

但し
X

Z=A,B,C,D

q̂ABCDZ (x1) = 1 (28)

x1 = (xAB ,xAC ,xAD)
0 (29)

研究会Temp 
－178－



更に登録選好確率 q̂RSR (xRS) を考慮すると，Z(=

A,B,C,D)社に登録することを選好する確率 q̂RZ(x
2)

および登録しないことを選好する確率 q̂S(xRS)は

次のように表される．

q̂RZ(x
2) = q̂RSR (xRS)q̂

ABCD
Z (x1) (30)

q̂S(xRS) = 1− q̂RSR (xRS) (31)

但し x2 = (xRS ,x
1)0 (32)

以上のモデルは都内数ヶ所で無作為に抽出した固定

回線利用者（厳密には，当時大勢を占めていたアナ

ログおよび ISDN回線利用者）の回答に基づくもの

で，地域特性を無視すれば東日本地域の固定回線利

用者の電話会社選好を表すと考えられる．

モデルの説明変数はサービス属性と利用者属性

の 2種類に大別されるが，それぞれ表 3，表 4に基

づきその入力値を設定した．表 3は’01年 1月 10日

の登録受付開始時点における各社の公表値から算出

したものである．また表 4は総務省統計局による’00

年 10月の国勢調査データおよび筆者等の調査デー

タから推定したものである．電話会社登録の単位は

個人ではなく世帯と考えられるため，ここでは世帯

主属性の同時分布を用いた．

表 3: 市内電話サービス属性の入力値

説明変数 AB AC AD

x1 0.1 0 0

x2 0.1 0 0

x3 -0.345 0 0

表 4: 世帯主属性の同時分布

(x10, x11)

(1, 0) (0, 1) (0, 0) 計

x8

1

0

計

0.02129

0.1595

0.1808

0.1075

0.5373

0.6447

0.01994

0.1546

0.1745

0.1487

0.8513

1.000

固定回線利用世帯 (厳密には，その世帯主)の選

好確率を世帯主属性の組合せ別に推定したところ，

表 5の結果を得た．

以上より固定回線利用世帯の選好確率が得られ

たので，制度導入から各世帯が実際にA,B,C,Dの

表 5: 固定回線利用世帯の選好確率推定結果

世帯主属性組合せ 1 2 3

x8 1 1 1

x10 1 0 0

x11 0 1 0

世帯数割合 0.02129 0.1075 0.01994

q̂RA 0.1904 0.1894 0.1679

q̂RB 0.3261 0.4282 0.3796

q̂RC 0.1384 0.1376 0.1220

q̂RD 0.1223 0.1216 0.1078

q̂S 0.2227 0.1232 0.2227

世帯主属性組合せ 4 5 6

x8 0 0 0

x10 1 0 0

x11 0 1 0

世帯数割合 0.1595 0.5373 0.1546

q̂RA 0.2290 0.2633 0.2170

q̂RB 0.1124 0.1708 0.1407

q̂RC 0.1663 0.1913 0.1577

q̂RD 0.1471 0.1692 0.1394

q̂S 0.3452 0.2054 0.3452

うちいずれかの市内電話会社に登録するまでの時

間遅れの分布としてカイ 2乗分布を仮定し，シミュ

レーションを行った．東日本地域における各社登録

数の予測結果を図 1に示す．但しB,C,Dの 3社は

まとめて図示している．マーカ付きの折れ線で示さ

れる実績値に対して，マーカなしの折れ線が’01年

5月 1日時点の累積登録数公表値を用いた予測結果

である．登録受付は同年 1月 10日に開始されたが，

5月 1日の制度導入時に初めて累積値が公表された

ため，予測には 1ポイントデータしか用いていない．

参考までにカイ 2乗分布の母数の逐次推定結果

を図 2に示すが，’01年 5月 1日時点における推定

値 6に対してその収束値は 5.6付近である．この母

数は時間遅れの平均を意味し，制度導入から 2年経

過した後の推定値に対して最初の 1ポイントデータ

に基づく推定値は 0.4ヶ月の誤差しか無いことにな

る．このことから，図 1ではA社登録回線数以外は

必ずしも予測精度が良いとは言えないものの，これ

は選好確率の精度に依存するものであると言える．
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図 1: 電話会社事前登録制の下での各社登録回線数

推移の予測結果

図 2: 時間遅れ分布の母数の逐次推定結果

すなわち選好確率の推定さえ首尾良く行えば，電話

会社事前登録制導入のような前例のない市場構造変

化にも対応し得る需要予測が実現すると言える．

6 まとめ

本稿では，将来の市場構造変化の想定シナリオ

下における製品の需要推移を，個々の消費者の製品

選択行動の集計により予測するシナリオシミュレー

ション技術を提案した．また，提案技術の基礎とな

るのはコンジョイント実験データに離散選択理論を

適用して得られる消費者の製品選好モデルである

が，この静的なモデルに基づき動的な消費者行動を

シミュレートする際，市場構造変化の影響が消費者

行動に反映されるまでの時間遅れの確率変数を導入

し，需要推移の実測データからその分布を逐次推定

することにより予測精度向上を図ることを提案した．

電話会社事前登録制導入後の各社登録数推移予

測を例にシナリオシミュレーションを行ったところ，

1ポイントの累積登録数データだけで比較的精度の

高い需要予測が実現した．この結果は，登録数推移

が滑らかなカーブを描くために時間遅れ分布の推定

が容易な例であることも一助にはなっているものの，

選好モデルが消費者行動を的確に記述するものであ

る限りは前例の無い市場構造変化が発生しても早期

時点において精度の高い需要予測が可能となること

を示している．

本稿の例では市場構造変化が電話会社事前登録

制導入時に 1 回だけ発生したが，変化が頻繁に発

生するような場合には消費者が最初の変化に対して

やっと固めた行動意思を実行に移す前に次の変化が

発生してしまうような状況も大いに考えられる．こ

のような状況では，次の変化を知覚するのと最初の

行動意思を実行に移すのとどちらが早いかによって

消費者の行動は分かれてくるため，時間遅れ分布の

定式化を工夫することが必要となるだろう．これに

関しては今後の検討課題としたい．
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